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平成25年６月27日に提出いたしました第68期(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）有価証

券報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂

正報告書を提出するものであります。 

  

 第一部  企業情報 

 第５  経理の状況 

 ２  財務諸表等 

（１） 財務諸表 

         注記事項 

         （税効果会計関係） 

  

訂正箇所は  を付して表示しております。 

 第一部【企業情報】 

 第５【経理の状況】 

 ２【財務諸表等】 

（１）【財務諸表】 

         【注記事項】 

          （税効果会計関係） 

  

  

（訂正前） 

１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

２ 【訂正事項】

３ 【訂正箇所】

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

繰延税金資産

賞与引当金 24,586千円 121,828千円

繰越欠損金 1,632,773千円 1,370,250千円

投資有価証券評価損 389,458千円 383,585千円

固定資産評価損 8,812千円 10,118千円

退職給付引当金 364,135千円 375,925千円

長期立替金償却 67,933千円 59,663千円

金融商品取引責任準備金 18,630千円 21,376千円

減損損失 127,236千円 123,998千円

未払退職慰労金 23,927千円 21,151千円

貸倒引当金 24,758千円 23,006千円

減価償却費の償却超過額 33,020千円 6,906千円

資産除去債務 17,227千円 18,098千円

その他 12,279千円 16,244千円

繰延税金資産小計 2,744,780千円 2,552,151千円

評価性引当額 △2,744,780千円 △2,552,151千円

繰延税金資産合計 ― 千円 ― 千円



 
  

 （省略） 

  

（訂正後） 

 
  

（省略） 

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △210,111千円 △440,401千円

資産除去債務に対応する除去費用 △4,975千円 △4,772千円

繰延税金負債合計 △215,086千円 △445,173千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度 
(平成25年３月31日)

繰延税金資産

賞与引当金 24,586千円 121,828千円

繰越欠損金 3,362,531千円 3,100,008千円

投資有価証券評価損 389,458千円 383,585千円

固定資産評価損 8,812千円 10,118千円

退職給付引当金 364,135千円 375,925千円

長期立替金償却 67,933千円 59,663千円

金融商品取引責任準備金 18,630千円 21,376千円

減損損失 127,236千円 123,998千円

未払退職慰労金 23,927千円 21,151千円

貸倒引当金 24,758千円 23,006千円

減価償却費の償却超過額 33,020千円 6,906千円

資産除去債務 17,227千円 18,098千円

その他 12,279千円 16,244千円

繰延税金資産小計 4,474,538千円 4,281,909千円

評価性引当額 △4,474,538千円 △4,281,909千円

繰延税金資産合計 ― 千円 ― 千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △210,111千円 △440,401千円

資産除去債務に対応する除去費用 △4,975千円 △4,772千円

繰延税金負債合計 △215,086千円 △445,173千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳


